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Abstract: The purpose of this study was to investigate whether high school students who 
desired the same educational status as their parents (consistent group) showed higher 
career awareness than those who desired the different educational statuses from their 
parents (inconsistent group).　Participants were 316 tenth-graders, 290 eleventh-graders, 
and 278 twelfth-graders.　They completed the Career Awareness Scale to measure four 
areas of career awareness; interpersonal relationship, information utilization, future 
planning, and decision-making.　They also completed the Parental Support Scale and 
Desired Educational Status Questionnaire.　The consistent group showed higher parental 
support score and lower decision-making score than the inconsistent group.　Additionally, 
high school students who desired higher level of educational status showd higher 
information utilization and decision-making scores than those who desired lower level of 
educational status.　These results were discussed in relation to parent-child relationship.
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　青年期の主要なキャリア発達課題は，自分の職業的
好みを明確化し，職業的好みに基づいて特定の職業を
選択し，選択した職業に就くことである（Savickas, 
2001）。わが国では，高校生の53.9％が大学等に，
14.7％が専修学校に進学している（文部科学省，2009）。
この現状を踏まえると，わが国の高校生の多くは，特
定の職業を選択するとともに，将来の職業に関係する
進学先を選択するというキャリア発達課題に直面して
いるといえよう。
　欧米のキャリア発達研究では，キャリア発達課題の
達成基盤となる能力・態度等の習得度をキャリア成熟
度と定義し，高校生と大学生を主な対象として研究を
行ってきた（Hartung, Porfeli, & Vondracek, 2005）。
例えば，Patton, Creed, & Muller（2002）は，高校卒
業後に大学に進学した者は，高校卒業後に就職した者

や不就労の者よりも高校在籍中のキャリア成熟度が高
いことを見出している。この結果は，キャリア成熟度
が高い高校生ほど高学歴志向であり，専門職等の職業
を目指す傾向にあることを示唆する。キャリア発達課
題を達成するためには多様な能力等が必要であるが，
Patton et al.（2002）に代表される欧米のキャリア成
熟度研究では情報収集，将来計画，意思決定の３領域
の能力・態度を共通領域としてキャリア成熟度を捉え
ている（新見，2008）。
　他方，わが国のキャリア教育では，小学校から高校
までの児童生徒が将来自分に適した職業を選択できる
ように，人間関係形成，情報活用，将来設計，意思決
定の４領域の能力・態度を習得させることを重視して
いる（文部科学省，2006）。これら４領域は，わが国
のキャリア教育で育成しようとするキャリア成熟度の
主要領域であると考えられる。これら４領域のうち，
情報活用，将来設計，意思決定の３領域は欧米のキャ
リア成熟度の主要な３領域と対応するものである（新見，
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2008）。これらの対応関係およびキャリア成熟度の高
い高校生ほど高学歴志向を示すという Patton et 
al.（2002）の結果を考え合わせると，わが国でも４領
域のキャリア成熟度を高めるキャリア教育は，高校生
のキャリア発達や高学歴志向を促進すると思われる。
　ところで，既存のキャリア成熟度研究を概観すると，
キャリア成熟度に関連する主要な要因のひとつとして
親子関係要因（例えば，親に対する愛着，親からのサ
ポート，社会経済的地位）が取り上げられている。例
えば，Blustein, Walbridge, Friedlander, & Palladino

（1991）は，どの様な親子関係が青年のキャリア発達
を促進するのかに注目し，キャリア成熟度に及ぼす親
への愛着と親からの心理的分離の影響を検討してい
る。正準相関分析の結果，両親に愛着を感じ，激しい
怒りや敵意を感じない大学生ほど，職業選択に取り組
む傾向にあった。この結果から Blustein et al.（1991）
は，両親に対する愛着と両親からの心理的分離の双方
を経験している青年ほどキャリア成熟度が高まると示
唆している。女子高校生のデータに基づいて同様の検
討を行った O’Brien（1996）も，Blustein et al.（1991）
と同様の結果を見出している。
　上述の先行研究結果（Blustein et al., 1991; O’Brien, 
1996）から，親子関係が青年のキャリア成熟度に影響
すると示唆される。しかし，これらの２研究で使用さ
れている愛着や心理的分離の尺度は，親の具体的な養
育行動に関する項目ではなく，愛着や心理的分離を青
年がどの程度知覚しているかを自己評定する項目から
構成されていた。青年のキャリア成熟度を高める親の
具体的な養育行動がわかれば，親がそれらの養育行動
を増やすことによって，青年のキャリア成熟度を高め
る可能性が期待できる。したがって，親の具体的な養
育行動とキャリア成熟度の関連を明らかにする研究が
必要である。
　Keller & Whiston（2008）は，親の養育行動と青年
のキャリア発達との関連を検討する必要性を指摘する
とともに，親の具体的な養育行動と中学生のキャリア
成熟度との関連を検討している。ロジスティック回帰
分析の結果，親の養育行動に関する次の４項目が中学
生のキャリア成熟度の高さと有意に関連していた。そ
れらの項目は，「私の親は私にとって重要な十代の問
題に興味を示す」，「私の親は私が自分で決定するよう
すすめる」，「私の親は，私が受けたキャリア・テスト
や興味目録の結果を理解するのを手伝ってくれる」，

「私の親は私を誇りに思っているといってくれる」の
４項目である。特に，「私の親は私が自分で決定する
ようにすすめる」（Exp（β）＝2.66）は，他の３項目

（Exp（β）＝0.45～1.90）よりもキャリア成熟度の高さ

と強い正の関連を示した。この結果から，子どもの意
思を尊重し，子どもの意思決定を支援する親の養育行
動が青年のキャリア成熟度を高めるのに有効であると
示唆される。
　Keller & Whiston（2008）では中学生を対象にして
いたが，わが国では中学生よりも高校生の方が進路選
択の実際的な問題に直面しやすいと思われる。そこで，
本研究では高校生を対象にして，高校生の希望する最
終学歴を親が受け入れているか否かによってキャリア
成熟度に違いがみられるか否かを検討することにし
た。すなわち，高校生自身が意思決定をして選択した
進路希望を親が受容している場合には，高校生のキャ
リア成熟度も高いのではないかと考えられる。Keller & 
Whiston（2008）の結果を参考にすると，子どもの意
思を尊重し，子どもの意思決定を支援する親は，子ど
もが希望する最終学歴を受け入れると考えられる。そ
の結果，高校生の希望する最終学歴と親が期待する最
終学歴が一致しやすいと考えられる。このように考え
ると，自分の希望する最終学歴を親も受け入れている
と感じている高校生（一致群）は，親が自分とは異な
る最終学歴を期待していると感じている高校生（不一
致群）よりもキャリア成熟度が高いと予想される。
　本研究の第１の目的は，高校生自身が希望する最終
学歴と親が期待する最終学歴の一致・不一致に基づい
て一致群と不一致群の２群を構成し，４領域のキャリ
ア意識，親サポートおよび家族からの受容感について
比較検討することである。家族からの受容感について
２群間で比較するのは，自分の希望する最終学歴を親
も受け入れていると感じている一致群の高校生が，自
分とは異なる最終学歴を親が期待していると感じてい
る不一致群の高校生よりも，家族からの受容感が実際
に高いか否かを確認するためである。本研究の第２の
目的は，親からの受容感や親サポートがキャリア意識
とどの程度の関連を示すかを一致群と不一致群の間で
比較することである。

方　法

　対象者　公立高校の１年生316名（男子158名，女子
158名），２年生290名（男子123名，女子167名），３年
生278名（男子144名，女子134名）の合計884名（男子
425名，女子459名）を対象者とした。
　調査時期と手続き　調査協力校の校長から調査実施
と調査内容の承諾を得た後，2007年11月下旬に学校を
通じて調査を実施した。
　調査内容　調査用紙は，学年と性別に関する質問の
他に，次の５つの質問群から構成されていた。



高校生のキャリア意識と希望最終学歴

― 141 ―

　①高校生の希望最終学歴：高校生が希望している最
終学歴を，「１．高校卒業」，「２．高等専門学校卒業」，

「３．専門学校卒業」，「４．短期大学卒業」，「５．大学
卒業」，「６．大学院卒業」，「７．その他」の７つの中
から１つ選択するよう求めた。
　②親の希望最終学歴：高校生に対して，家の人が自
分に希望していると思う最終学歴を，「１．高校卒業」，

「２．高等専門学校卒業」，「３．専門学校卒業」，「４．
短期大学卒業」，「５．大学卒業」，「６．大学院卒業」，

「７．その他」の７つの中から１つ選択するよう求めた。
　③キャリア意識：新見・前田（2009）が高校生を対
象に作成したキャリア意識尺度を使用した。この尺度
は，人間関係形成10項目（α= .75），情報活用11項目

（α= .68），将来設計12項目（α= .73），意思決定９項目
（α= .71）の４領域42項目から構成されていた（表１）。
各項目に対する回答は，新見・前田（2009）と同様の
６段階評定（１：とてもそう思わない～６：とてもそ
う思う）であった。各領域の項目数が異なるので，領
域別に平均値を算出して，それを各領域得点とした。
したがって，各領域得点の範囲は１点から６点である。
　④親サポート：既存のソーシャルサポート尺度（例
えば，嶋，1994）を参考に，12項目から構成される尺
度を独自に作成した（表２）。回答方法は，家の人が
これら12項目のサポートをしてくれると思う程度につ

表１　キャリア意識尺度項目

注）「*」：逆転項目を表す。

表２　親サポート項目
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いての５段階評定（１：まったくしてくれない～５：
とてもしてくれる）であった。12項目について因子分
析（重み付けのない最小二乗法）を行ったところ，１
因子性が認められた。そこで，12項目の平均値を算出
し，それを親サポート得点とした。したがって，親サ
ポート得点の得点範囲は１点から５点である。
　⑤家族からの受容感：高校生が家族から受容されて
いると感じている程度を測定するために，「自分は家
族から愛されていると思う」と「家族は私のことをよ
く理解してくれていると思う」の２項目を独自に作成
して使用した。これら２項目があてはまると思う程度
について５段階（１: まったくあてはまらない～５：
とてもよくあてはまる）で自己評定させた。２項目の
平均値を算出し，それを家族からの受容感得点とし
た。したがって，家族からの受容感得点の得点範囲は
１点から５点である。

結　果

　希望最終学歴の内訳　高校生が希望する最終学歴と
親が彼らに希望していると思う最終学歴について，人
数集計を行った（表３）。表３からわかるように，多
くの高校生（72.3％，639/884）が最終学歴として大
学卒業を希望していた。また，自分の最終学歴として
親が大学卒業を希望していると思う高校生も多かった

（75.1％，664/884）。なお，表３では，希望最終学歴
について未記入の者を希望なしとして分類した。

　群構成　分類の結果（表３），高校生と親の大多数
が大学卒業を希望していたので，希望なしを除く７つ
の希望最終学歴別に一致群と不一致群を比較するため
には十分な人数を確保できない群が生じる。そこで，
次の２つの手続きによって高校生を再分類した。本研
究の目的に基づくと，高校生の希望最終学歴が親に受
け入れられているか否かに基づいて群構成を行う必要
がある。そこで第１に，希望なしの高校生を除いて，
高校，高等専門学校，専門学校，短期大学，その他を

希望する者から構成される「専門・短大」，大学を希
望する者から構成される「大学」，大学院を希望する
者から構成される「大学院」の３つに再分類した。第
２に，親の希望最終学歴を「希望なし」，「専門・短大」，

「大学」，「大学院」に分類し，高校生の希望最終学歴
と組み合わせた（表４）。
　上記の手続きに基づく再分類の結果，親と希望の一
致する者が希望の一致しない者よりも多かった（表
４）。この結果を踏まえると，再分類をした場合でも，
希望最終学歴別に一致群と不一致群の群間差を検討す
ることは難しいといえる。そこで，次の２つの分析を
行うことにした。第１に，希望最終学歴を区別しない
で，家族からの受容感得点，親サポート得点，４つの
キャリア意識得点について，一致群と不一致群間で群
間比較を行う。第２に，一致群のデータに基づいて３
つの希望最終学歴間で４つのキャリア意識得点の比較
を行う。

　群間比較　まず，家族からの受容感得点に基づいて
一致群（n＝688）と不一致群（n＝131）の比較を行っ
た。その結果，家族からの受容感得点では，有意傾向
がみられ（t（817）＝1.89, p＝.06），一致群（M＝3.69）
が不一致群（M＝3.54）よりも高い傾向にあった。
　次に，親サポートとキャリア意識得点について群間
比較を行った。その結果，親サポートでは，有意差が
みられ（t（817）＝2.92, p<.01），一致群（M＝3.33）が
不一致群（M＝3.11）よりも有意に高かった。また，
４つのキャリア意識得点のうち，意思決定で有意差が
認められ（t（817）＝2.11, p<.05），不一致群（M＝4.41）
が一致群（M＝4.29）よりも有意に高かった。
　一致群の希望最終学歴間比較　４領域のキャリア意
識得点について３（希望最終学歴）×３（学年）の多変
量分散分析を行った（表５）。その結果，希望最終学
歴の主効果（Wilks’s Λ＝2.54, p<.05）のみが有意で
あった。領域別にみると，情報活用（F（2, 679）＝3.82, 
p<.05）と意思決定（F（2, 679）＝3.88, p<.05）で有意
差が認められた。下位分析の結果，情報活用では大学
院希望（M＝4.63）が専門・短大希望（M＝4.31）や
大学希望（M＝4.42）よりも高かった。意思決定では，

表３　希望最終学歴の人数内訳

表４　高校生と親の希望最終学歴の対応関係
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大学院希望（M＝4.52）が専門・短大希望（M＝4.22）
や大学希望（M＝4.27）よりも高かった。
　キャリア意識と他の各変数間の相関係数　表６は一
致群と不一致群別に，家族からの受容感や親サポート
とキャリア意識４領域との相関係数を示したものであ
る。表６からわかるように，一致群では家族からの受
容感も親サポートもキャリア意識４領域すべてと有意
な正の相関を示している。それに対して，不一致群で
は家族からの受容感はキャリア意識のいずれの領域と
も有意な相関を示さなかった。

考　察

　本研究の第１目的は，自分と親の間で希望最終学歴
が一致する一致群の高校生が自分と親の間で一致しな
い不一致群の高校生よりも，キャリア意識が高いか否
かを検討することであった。この目的を検討する前に，
家族からの受容感について群間比較を行った。その結
果，一致群の高校生が不一致群の高校生よりも家族か

ら受容されていると感じている傾向にあった。親サ
ポートでも有意な群間差がみられ，一致群が不一致群
よりも，親から勉強や進路選択に関する具体的なアド
バイスやサポートを受けていると知覚していた。これ
らのことから，一致群の高校生は不一致群の高校生よ
りも，自分の親を子どもの意思を尊重し，子どもの意
思決定を支援する親であると知覚しているといえよう。
　キャリア意識では，人間関係形成，情報活用，将来
設計の３領域では明確な群間差は見出されなかった。
表４からわかるように，一致群では大多数（86.3％，
594/688）が最終学歴として大学卒に集中している。
それに対して，不一致群では最終学歴として専門・短
大卒を希望する高校生（29名）と大学院卒を希望する
高校生（57名）が混在している。不一致群では，キャ
リア意識が高いと考えられる高学歴志向の大学院卒と
比較的低いと考えられる専門・短大卒を一括してキャ
リア意識の平均得点を算出したために，一致群の平均
得点と大差が生じなかったものと考えられる。
　また，意思決定では予想に反して，不一致群が一致
群よりも高い結果が得られた。不一致群の意思決定が
一致群よりも高かったことについては，次のように考
えることができる。表４をみると，不一致群のうち親
の期待よりも高い最終学歴を希望している高校生（110
名）は，親の期待よりも低い最終学歴を希望している
高校生（21名）よりも多いことがわかる。もし親の期
待よりも高い最終学歴を希望している高校生が親の意
思よりも自分の意思決定をより重視するのであれば，
不一致群の大多数の意思決定得点は高くなる可能性が
ある。この可能性を確認するために，意思決定得点に
ついて，親の期待よりも高い最終学歴を希望している
高校生（110名）と親の期待よりも低い最終学歴を希
望している高校生（21名）の間で比較した。その結果，
有意傾向がみられ（F（1, 129）＝3.10, p＝.08），親の期
待よりも高い学歴を希望している高校生（M＝4.63）
が親の期待よりも低い最終学歴を希望している高校生

（M＝4.37）よりも高い傾向にあった。この結果から，
不一致群には親の期待よりも高い最終学歴を希望して
いる高校生が多いので，一致群よりも不一致群の意思
決定得点が高くなったものと考えられる。
　次に，一致群に限定して，希望最終学歴間でキャリ
ア意識の比較を行った結果，情報活用と意思決定にお
いて，大学院希望の者が専門・短大希望や大学希望の
者よりも高い得点を示した。この結果は，高校生自身
も親も高学歴志向の場合には，そうでない場合に比べ
てキャリア意識が高まることを部分的に確証するもの
である。これまで高校生が希望する最終学歴とキャリ
ア意識との関連を検討した研究はみられないが，

表５　希望最終学歴別の平均値と標準偏差（SD）

注）�専門・短大の１年生は18名，２年生は16名，３年生は９名で
あった。大学の１年生は228名，２年生は196名，３年生は
170名であった。大学院の１年生は12名，２年生は22名，３
年生は17名であった。

表６　キャリア意識と他の各変数間の相関係数

注）�表中の受容感は家族からの受容感を，サポートは親サポート
を意味する。*p<.05, **p<.01。
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Creed, Patton, & Prideaux（2007）の研究は，本研究
の結果を解釈する上でひとつの示唆を提供する。
Creed et al.（2007）は，学業成績の自己評価が高い
高校生ほど，将来のキャリア計画やキャリア探索を積
極的に行う傾向が強いことを見出している。もし学業
成績が高い高校生ほど将来のキャリア計画を積極的に
行い大学院卒業等の高学歴を志向するのであれば，高
学歴志向の高校生のキャリア意識が高いだけでなく学
業成績の高い高校生のキャリア意識も高くなると考え
られる。本研究では高校生の学業成績を測定していな
いが，学業成績，高学歴志向およびキャリア意識との
関連を検討することは今後の興味深い研究課題である。
　本研究の第２目的は，親からの受容感や親サポート
とキャリア意識との関連度を一致群と不一致群の間で
比較することであった。表６からわかるように，一致
群では有意な正の相関がみられたが，それほど高い相
関値ではなかった。しかし，それ以上に不一致群では
低い相関値がみられた。家族からの受容感が家族に対
する愛着を反映していると考えれば，一致群の結果は
Blustein et al.（1991）を支持し，不一致群の結果は
一部支持しない。親からの受容感では不一致群が一致
群よりも低い傾向にあったことから，親が期待する最
終学歴と一致しない最終学歴を希望している高校生は，
親に対する愛着がやや低くなり，その結果としてキャ
リア意識との関連が不明確になったのかもしれない。
　最後に，本研究の問題点と今後の課題を２つあげ
る。第１に，本研究で構成した一致群には大幅な偏り
がみられた。高校生も親もともに大学卒を希望するも
のが圧倒的に多かった（表３）。これらの実情から，
今後は志望する専攻等が高校生とその親で一致してい
るか否かに基づいて群を構成し，キャリア意識の比較
検討を行う研究も必要かもしれない。第２に，本研究
では高校生の希望最終学歴に基づいて分析を行った。
しかし，希望最終学歴を規定する要因の検討はしてい
ない。親子関係以外にも親の経済力や学業成績等も高
校生の希望最終学歴に影響すると考えられる。これら
の要因の影響力を比較検討する研究が今後求められる。
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